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【修士論文概要書】 
 
本研究では、自然災害が多発する日本の環境下において、防災行政の直面する課題
を明確にするため、公助を担う行政組織を軸に、直接調査により基礎自治体の現状を
把握すると共に、過去の災害事例等や近年の状況を踏まえて、国・都道府県の体制を
確認し、公助を実施する主体と、自助・共助の現場である地域コミュニティにどのよ
うな関係性が構築されているかを検証する。最終的にその検証結果から、これからの
防災行政に求められる取組を提案するものである。 
 まず第 1 部で基礎自治体へ実施した調査を基に構成している。各基礎自治体防災担
当者へ実施したインタビューにおいて、聞き取りにより得た情報に加え、当該担当者
の自己採点評価から分析等を行っている。自己採点評価は現時点での担当者の主観に
よる、当該自治体の防災力の評価であり、採点にあたっては、1 点から 5 点の 5 段階
評価とし「1＝悪い」、「5＝良い」としている。また採点する内容については、こち
らから主要な項目とし 3 つのカテゴリーを提示した。 
第 3 章では、基礎自治体と地域の関係性について、自治体が展開する防災関係支援
事業の類型的な整理を行い、それを通じて構築されている地域との関係性を調査で得
られた実情と先行研究の事例を対比している。先行研究からは地域コミュニティの特
性と、行政の関わり方を学び、調査した事例での検証をする。また、この章では調査
の中で登場した「行政依存」と言うキーワードに着目し、各基礎自治体がその状況に
対して持つ認識を数値で表している。 
 第 2 部では都道府県レベルでの防災行政に目を向けている。最初に全国の都道府県
における組織構成について、所属部局の分類から比較をおこなう。またその内容につ
いて阪神淡路大震災以降の変化を追う。 
次に、都道府県の役割として市町の業務を補完する立場を提唱し、海外諸国の事例
と対比をおこなう。次に、判断と権限委譲について、過去の国内災害時例から、実際
の緊急指示、判断についてどのような結果となっているかをまとめ、同様に海外事例
と対比する。また、兵庫県における津波被害想定の事例を参照し、被害予測にもとめ
られる質について言及する。 
このほか、基礎自治体調査から得られた結果をもとに、市町と地域コミュニティが
構築する関係性に対して、都道府県ができうることについて考察をおこなった。行政
と地域コミュニティの連携が市町から始まるのに対して、都道府県のレベルからでき
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るアプローチは何なのか、また、都道府県が所有している技術や知識は、地域コミュ
ニティの現場とのつながりを確かめる。これらの内容から都道府県レベルで行う防災
行政の役割について改めて確認し、検証すべき課題を挙げている。 
 第 3 部では「これからの災害に向けて」と銘打ち、過去の災害でとられた対応を、
海外の事例と東北地方太平洋沖地震に照らし合わせ、次に起こりうる災害に対してど
のような方策がとれるかを確認している。社会的な人的資源の減少がある状況を踏ま
えて、今後地方行政現場に起こる変化を国の各種提言等と一緒に紹介している。増加
傾向の一途である災害発生の可能性を、今後の行政でどう受け止めていくのかを考察
する。特に組織の構成については、日本とアメリカ、中国の対比を行い、日本の災害
体制に存在する問題点を提起する。また、「自助」と「共助」の概念について内閣府
文書や先行研究を基に確認し、どう捉えるべきか、またそのことが災害時の行動にど
う影響するのかを整理している。また、実働でその後に展開される「公助」と呼ばれ
る行政の動きがについて何を包括しているのか、またその活動に存在する限界につい
ての理解を促している。ここで取り上げた課題は最終的に国レベルでの課題としてお
り、東北地方太平洋沖地震後、内閣府で既に検証されている内容を引用している。 
最後章では、これまでに確認できた課題を整理し、自治体と地域により分担される
領域図の中にイメージ化することで、それぞれの要素がどのような関係性を有してお
り、その関係性から見出される解決へのアプローチ手法を検討する。また、各要素間
で必要となってくる「共働」が何を指し、意味しているのか、改めて課題の現状に照
らし合せることで再確認している。 
これまでの考察と実例による検証を通して、二つの主体による共働が効率的に機能
するためには、法制度以外に当該主体間の相互理解が必要であるとの理解のもとに、
既に論文中で紹介した 3 つの事例から検証し、その有効性を確かめている。 
最終的に検証した内容から「共働」とい動きに主眼をおき、以下の提案を行ってい
る。 
 
 提案 1：自治体職員の自治会担当制度の導入 
 提案 2：防災部局担当者における情報交流会の実施 
提案 3：防災部局経験者の増加を図る人事交流 
 
これらの提案は自助・共助・公助における実働的なつながりを構築することを目的と
しており、調査研究の中で帰納的に得られた知見から、防災行政の現場において、実
務レベルに必要な具体の働きかけとなることを目指している。 
